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学生の通学が困難となる事由が発生した場合の授業等の取扱い規程（改正） 

現 行 改 正 

（略） 

（就職活動等による授業の公欠） 

第１２条 学生が就職活動等により通学が困難となった場合、欠席した授業を

公欠の対象とする。 

２ 公欠となる就職活動等の範囲は次のとおりとする。 

（1)採用に直結する説明会及び試験等

（2)内定式

（3)オリエンテーション、研修会等の就職内定先が出席を義務付けるイベント

（4)大学院や他大学、専門学校等への入学・編入学試験

３ 公欠の願出は、既定の書式により、担当窓口へ、活動を証明できる資料と

共に提出しなければならない。 

（公欠の手続き） 

第１３条 第５条から第１２条で「公欠」の対象として定めた事由で欠席した

場合は、通学が可能となった日から３日以内に担当窓口で既定の書式を受け

取る。 

（略） 

（医療保健学部の就職活動等による授業の公欠） 

第１２条 学生が就職活動等により通学が困難となった場合、欠席した授業を

公欠の対象とする。 

２ 公欠となる就職活動等の範囲は次のとおりとする。 

（1)採用に直結する説明会及び試験等

（2)内定式

（3)オリエンテーション、研修会等の就職内定先が出席を義務付けるイベント

（4)大学院や他大学、専門学校等への入学・編入学試験

３ 公欠の願出は、既定の書式により、担当窓口へ、活動を証明できる資料と

共に提出しなければならない。 

（看護学部の就職活動等による授業の公欠） 

第１３条 学生が就職活動等により通学が困難となった場合、欠席した講義・

演習を公欠の対象とする。ただし、実習は公欠の対象としない。 

２ 公欠となる就職活動等の範囲は次のとおりとする。 

（1)採用試験

（2)大学院や他大学、専門学校等への入学・編入学試験

３ 公欠の願出は、既定の書式により、担当窓口へ、活動を証明できる資料と

共に提出しなければならない。 

（公欠の手続き） 

第１４条 第５条から第１３条で「公欠」の対象として定めた事由で欠席した

場合は、通学が可能となった日から３日以内に担当窓口で既定の書式を受け

取る。 
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２ 通学が可能となった日から２週間以内に、欠席した授業の担当者から既定

の書式の「科目担当者印」をもらい、その際に欠席した授業に相当する学習

について指示を受ける。 

３ 通学が可能となった日から２週間以内に、各事由別に定める証明書類等を

添えて担当窓口へ提出する。 

 

（一授業科目当たりの公欠の制限） 

第１４条 一の授業科目について公欠扱いすることができるコマ数は、第９条

に規定する公欠以外の公欠を合算して、当該授業科目の授業コマ数の２分の

１を超えることができないものとする。 

 

（その他） 

第１５条 第５条から第１２条までに定める場合のほか、学生の通学が困難と

なる事由が発生した場合であって、学長が特別の事情があると認めるときの

授業等の取扱いについては、その都度、各学部の所管委員会で協議のうえ、

学長が定める。この条の適用を受けたい場合には、学生が通学困難となった

事情が分かる書類を添えて、学長宛の文書（様式自由）で指導教授を通じて

申し出る。 

 

附 則 

 

１ この規程は、平成２２年１１月２５日から施行し、平成２２年４月１日か

ら適用する。 

２ 平成２０年３月２８日教務部委員会申し合わせ「授業出席に係る取扱いの

特例について」は廃止する。 

３ この規程は、平成２９年４月１日に改正した。 

４ この規程は、平成３０年３月２２日に改正した。 

５ この規程は２０２０年（令和２)年２月２７日に改正した。 

６ 第１２条に定める事項は、医療保健学部においてのみ適用する。 

７ この規程は、２０２４年４月１日に改正した。 

 

２ 通学が可能となった日から２週間以内に、欠席した授業の担当者から既定

の書式の「科目担当者印」をもらい、その際に欠席した授業に相当する学習

について指示を受ける。 

３ 通学が可能となった日から２週間以内に、各事由別に定める証明書類等を

添えて担当窓口へ提出する。 

 

（一授業科目当たりの公欠の制限） 

第１５条 一の授業科目について公欠扱いすることができるコマ数は、第９条

に規定する公欠以外の公欠を合算して、当該授業科目の授業コマ数の２分の

１を超えることができないものとする。 

 

（その他） 

第１６条 第５条から第１３条までに定める場合のほか、学生の通学が困難と

なる事由が発生した場合であって、学長が特別の事情があると認めるときの

授業等の取扱いについては、その都度、各学部の所管委員会で協議のうえ、

学長が定める。この条の適用を受けたい場合には、学生が通学困難となった

事情が分かる書類を添えて、学長宛の文書（様式自由）で指導教授を通じて

申し出る。 

 

附 則 

 

１ この規程は、平成２２年１１月２５日から施行し、平成２２年４月１日か

ら適用する。 

２ 平成２０年３月２８日教務部委員会申し合わせ「授業出席に係る取扱いの

特例について」は廃止する。 

３ この規程は、平成２９年４月１日に改正した。 

４ この規程は、平成３０年３月２２日に改正した。 

５ この規程は２０２０年（令和２)年２月２７日に改正した。 

 

６ この規程は、２０２４年４月１日に改正した。 

７ この規程は、２０２６年４月１日に改正した。 

 

 


